本宮地域交通空白対策実証運行事業委託事業者の選定に係る
公募型プロポーザル方式実施要領

１．目　的
　　この要領は、本宮地域において観光地としての受入体制の強化と利便性の向上を図るため、本宮地域交通空白対策実証運行事業を実施し、公募型プロポーザル方式により参加者から提案を受け、意欲や経験、能力、価格等を総合的に評価し、本市にとって最も優れた提案をした者を契約候補者として選定するために必要な事項を定めるものである。

２．委託業務の概要
（１）業務名　　本宮地域交通空白対策実証運行事業委託業務
[bookmark: _Hlk191540935]（２）業務内容　　別紙「本宮地域交通空白対策実証運行事業委託業務仕様書」のと
おり
[bookmark: _Hlk191540949]（３）履行期間　　契約締結日から令和８年２月27日まで
[bookmark: _Hlk194931229]（４）委託上限額　 10,600,000円以内
（消費税額及び地方消費税額を含む。）
（５）担当及び書類等の提出先
[bookmark: _Hlk163137811][bookmark: _Hlk191541588]〒646-8545　和歌山県田辺市東山一丁目５番１号
[bookmark: _Hlk191541601]田辺市商工観光部観光振興課（担当：横矢、坪井）
[bookmark: _Hlk163137829][bookmark: _Hlk163137838]電話　0739-26-9929 　FAX 0739-22-9903
[bookmark: _Hlk163137846]メールアドレス　kankou@city.tanabe.lg.jp

３．参加資格
本プロポーザル方式に参加する者は、次に掲げる要件を全て満たしていること。
[bookmark: _Hlk191541028]（１）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しないこと。
[bookmark: _Hlk201163464]（２）令和５年度の道路運送法施行規則改正・施行以降に、地方自治体又はそれに準ずる公益法人、団体等との間で締結した公共ライドシェアの導入に関する契約実績を有し、かつ当該契約において運行期間が１ヶ月以上であること。
（３）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき、更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき、再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、更生手続又は再生手続開始の決定後、入札参加資格の再認定を受けている者を除く。
（４）本プロポーザル方式の公告の日から契約までの間に、田辺市物品購入等契約に係る入札参加資格停止等措置要領（以下「物品等資格停止措置要領」という。）による資格停止措置を受けていないこと。
（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団員法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）に該当しないほか、次に掲げる者に該当しないこと。
ア　暴力団員法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）
イ　法人の役員若しくはその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外の者が暴力団員である者又は暴力団員がその経営に関与している者
ウ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団の利用等をしている者
エ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
オ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
カ　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者
キ　暴力団及びアからカまでに定める者の依頼を受けて本プロポーザル方式に参加しようとする者
（６）公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体に属する者に該当しないこと。
（７）近畿圏内（２府４県）に本社、支店又は営業所等を有すること。

４．選定スケジュール
[bookmark: _Hlk200034185]プロポーザル方式の公告　令和７年７月10日（木）
　　質疑受付期限　　　　　　令和７年７月15日（火）
　　質疑への回答　　　　　　令和７年７月17日（木）　予定
　　参加申請書受付期限　　　令和７年７月22日（火）
　　第一次審査結果通知　　　令和７年７月25日（金）
　　※参加者が５者以内の場合には、第一次審査は実施しない。
　　企画提案書受付期限　　　令和７年８月 １日（金）
　　第二次審査　　　　　　　令和７年８月 ６日（水）
　　選定結果通知　　　　　　令和７年８月上旬頃
　　業務委託契約締結　　　　令和７年８月中旬頃

５．質疑書の受付
（１）受付期限　　　　　　
令和７年７月15日（火）
（２）提出方法　　　　　　
質疑書（様式１号）に必要事項を記入の上、電子メールで提出することとし、
電子メール以外での質問は受け付けないものとする。なお、質疑書の提出後は、電話による受信確認を行うこと。（電話による受信確認の受付時間は、受付期限までの平日の午前８時30分から午後５時15分まで。）
また、件名は「【質疑】本宮地域交通空白対策実証運行事業」とすること。
（３）回答方法
　　　令和７年７月17日（木）午後５時（予定）までに田辺市公式ホームページで公表する。

６．参加手続
（１）説明会開催の有無
　　　無
（２）参加申請書等の提出
　　ア　提出期限　　　　　　
令和７年７月22日（火）午後５時00分　必着
　　イ　提出方法　　　　　　
[bookmark: _Hlk163137707]電子メール
※提出データは、全てＰＤＦ形式とすること。
※提出後は、電話による受信確認を行うこと。（電話による受信確認の受付時間は、提出期限までの平日の午前８時30分から午後５時15分まで。）
　　ウ　提出書類　　　　　　
（ア）参加申請書　　（様式２号）
（イ）会社概要書　　（様式３号）
（ウ）配置予定者調書（様式４号）
（エ）業務実績一覧書（様式５号）
※令和５年度の道路運送法施行規則改正・施行以降に、地方自治体又はそれに準
ずる公益法人、団体等との間で締結した公共ライドシェアの導入に関する契約実績を有し、かつ当該契約において運行期間が１ヶ月以上であること。　
※業務実績一覧書に記載した実績の一つについて、証明できるもの（契約書の写し等）を添付すること。なお、契約書は契約者が確認できる面のみとし、約款等が記載された部分の提出は不要とする。
（オ）見積書（任意様式）
　※金額は税込み価格とし、委託上限額を超えないものとする。
（カ）登記簿謄本１部（写し可、直近３ヶ月以内のもの）
（キ）印鑑証明１部（写し可、直近３ヶ月以内のもの）
（ク）国税納税証明書（税務署で発行されたもの、写し可、直近３ヶ月以内のもの）
　　　　 法人税並びに消費税及び地方消費税の未税の税額がないことを証明するもの（様式「その３の３」）
（ケ）誓約書（様式６号）
　※（カ）～（ケ）については、令和７・８・９年度の田辺市物品等入札参加資格者登録名簿に登録されている事業者については、提出不要です。
（３）第一次審査
ア　審査基準
　業務実績一覧書及び見積書を基に、別紙「審査基準」のとおり実績評価点及び価格評価点を算出し、合計点の上位５者を選定する。
なお、合計点が同点の者が複数いる場合は、見積書の金額が安価な者を上位者
とする。
※参加者が５者以下の場合は第一次審査を実施しない。
※第一次審査を実施しない場合はその旨の通知を行う。　　　
イ　選定結果の通知
令和７年７月25日（金）に電子メールにて通知し、田辺市から電話による受信確認を行う。
※第一次審査の結果については、選定結果のみを通知する。
（４）企画提案書等の提出依頼
　　ア　通知予定日
　　　　（第一次審査を実施しない場合）令和７年７月23日（水）
　　　　（第一次審査を実施した場合）　令和７年７月25日（金）
　　イ　通知方法
　　　　電子メールにより通知する。また、田辺市から電話による受信確認を行う。
（５）企画提案書の提出
　　ア　提出期限　　　　　
令和７年８月１日（金）午後５時00分　必着
　　イ　提出方法　　　　　　
電子メール
ウ　提出書類
　　（ア）企画提案審査応募申込書（様式７号）
　　（イ）企画提案書（Ａ４任意様式、枚数制限なし）
　　エ　企画提案書の作成要領
　　　　別紙「本宮地域交通空白対策実証運行事業委託業務仕様書」を踏まえ、企画提案書を作成すること。
また、企画提案書は、Web会議形式での企画提案となることを考慮して作成すること。
　　オ　応募書類の取扱
（ア）提出された企画提案書は、本プロポーザル方式の手続における契約候補者の選定以外の目的では使用しない。ただし、公文書開示請求があった場合は、田辺市情報公開条例（平成17年田辺市条例第15号）の規定に基づき取り扱うこととする。
（イ）提出のあった企画提案書は、選考を行う作業に必要な範囲において、複製を行うことがある。
（ウ）提出された応募書類は返却しない。
（エ）企画提案書等の著作権は、提案者に帰属する。ただし、本市が契約候補者の選定に必要と認める場合は、無償で使用することができるものとする。
（オ）企画提案書等に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっているものを使用した結果、生じた責任は提案者が負う。
（６）第二次審査（企画提案審査）
ア　実施日　　　　　　
令和７年８月６日（水）
イ　実施方法
　　Microsoft TeamsによるWeb会議形式（ミーティングＩＤ等は後日通知）
１者目　午前10時00分～午前10時45分（予定）
２者目　午前11時00分～午前11時45分（予定）
３者目　午後 １時00分～午後 １時45分（予定）
４者目　午後 ２時00分～午後 ２時45分（予定）
５者目　午後 ３時00分～午後 ３時45分（予定）
審　査　午後 ４時00分～午後 ４時30分（予定）
[bookmark: _Hlk163230110]ウ　時間配分
　　説明30分、質疑15分
エ　参加人数
[bookmark: _Hlk163230153]　　１者につき３人までとし、業務を受託した際に総括責任者となる者が必ず出席すること。なお、説明は総括責任者又は主たる業務担当者が実施すること。

７．第二次審査の審査方法等
（１）審査基準　　
第一次審査の評価点に加え、以下の審査基準に基づく評価点の合計により選定する。
（２）契約候補者の選定方法
ア　参加者から失格者を除いた者のうち、（１）の総合評価点が最も高い者を、契約候補者として選定する。
イ　上記アの者が複数いる場合は、別紙「審査基準」の「１　企画提案書に関する項目」のうち、「①実施方針」、「②実証運行業務」及び「③独自提案」の評価点の合計が最も高い者を契約候補者として選定する。
ウ　上記イの者が複数いる場合は、見積書の金額が最も安価な者を契約候補者とし、価格も同額の場合は、当該者から当初提案の金額の範囲内で見積書を再作成し、再提出された見積書の金額が最も安価な者を契約候補者として選定する。
エ　ア、イ、ウにかかわらず、評価点の合計が60点未満の場合は、契約候補者として選定しない。
　　オ　提案が１者の場合であっても審査を実施し、その提案内容が上記エの条件を満たす場合は、契約候補者として選定する。

８．参加手続の無効
（１）参加者に次の行為があった場合は、本件において当該者が行った全ての参加手続を無効（選定対象から除外）とする。
ア　審査委員会委員及び評価委員会委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた場合
イ　他の参加者と応募提案の内容又はその意思について相談を行った場合
ウ　契約相手方選定終了までの間に、他の参加者に対して応募提案の内容を意図的に開示した場合
エ　応募提案書類に虚偽の記載を行った場合
オ　その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った場合
[bookmark: _Hlk123053356]カ　上記各号のほか、市の契約相手としてふさわしくない行為（物品等資格停止措置要領に規定される資格停止措置案件に該当する行為等）と判断した場合
キ　その他本要領に定めた参加資格を満たさなくなった場合
（２）前号の措置の決定は、審査委員会での審査を経て、市長が決定する。悪質な場合の措置については、その他の入札及びプロポーザル方式等への参加の制限、損害賠償請求等を含めて、審査委員会の他、必要に応じて工事等入札参加資格審査委員会又は物品等入札参加資格審査委員会の審査を経て、市長が決定するものとする。
なお、契約後にプロポーザル方式の実施期間中において前号に掲げる行為が発覚した場合の取扱も同様とし、悪質な場合は、契約解除及び損害賠償請求等もあり得るものとする。
　　　
９．選定結果の通知・公表
令和７年８月上旬に、参加者全員に選定結果を通知する。また、選定結果通知日以降に、下記項目について田辺市公式ホームページにおいて公表するものとする。
【公表事項】
（１）業務名、業務概要、業務期間
（２）契約候補者の名称、所在地、評価点及び提案金額

10．契約手続
（１）契約候補者に選定された者と本市との間で、委託内容、経費等について再度協議の上、合意に至った場合に、契約相手方として決定する。再度協議の結果、契約相手方に適合しないと判断した場合は、交渉の打切りを通知し、当該者を失格とするとともに、次順位者を契約候補者として交渉することとする。以下、契約相手方が決定するまで、同様の手続を行う。
（２）契約保証金は、免除とする。
（３）選定された契約候補者が、特別な事情等により契約を締結しない場合は、その理由を記載した辞退届を提出すること。なお、この場合、次順位者を契約候補者とする。
　　※正当な理由がなく契約を締結しない場合は、物品等資格停止措置要領に規定される資格停止案件に該当する可能性があるため注意すること。

11．その他
（１）本プロポーザル方式への参加に要する経費は、企画提案書等の作成も含め、全て提案者の負担とする。
（２）企画提案書及び見積書は、１者につき１提案に限る。
（３）企画提案審査応募申込書を提出した後、企画提案書及び見積書の差替、訂正、再提出をすることはできない。ただし、市から指示があった場合を除く。
（４）企画提案審査応募申込書を提出した後、市が必要と認める場合は、追加書類の提出を求めることがある。
（５）提出書類は、公平性・透明性・客観性を期すため、必要により議会等に公表することがある。
（６）本プロポーザル方式への参加者は、契約候補者の選定後、本プロポーザル方式に係る要領等の内容について、錯誤等を理由に異議を申し立てることはできないものとする。
（７）本プロポーザル方式は、契約候補者の選定を目的として実施するものであり、提案内容を契約内容として確約するものではない。
（８）参加申請書の提出後に辞退する場合は、書面（任意様式）により届け出るものとする。
（９）書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時及び計量法（平成４年法律第51号）に定める単位とする。
（10）参加者が１者の場合であっても、本プロポーザル方式は、成立するものとする。
